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経営分析

◆主な経営指標の推移� （単位：千円、残高欄は単位：百万円）

項　　　目 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

利
　
益

経 常 収 益 ３，１６７，２５３ ２，９０８，７２６ ３，０１３，１３７ ２，８７２，０９２ ２，９５５，５２６
経 常 利 益

（△経常損失） ４７８，８０１ １８２，７３１ ３２１，５６７ １８０，０６５ １４４，０４４

当 期 純 利 益
（△当期純損失） ４５４，１９７ １７１，７７８ ３０６，７１３ １５９，６１２ １２０，１２０

残
　
　
高

出 資 総 額 ７６７ ７６４ ７６２ ７６１ ７５９
出 資 総 口 数（口） １，５３５，３１４ １，５２８，４１８ １，５２４，５５０ １，５２２，５６０ １，５１８，０８８
純 資 産 額 １１，８０２ １１，８２９ １２，６９６ １３，６７４ １２，８３４
総 資 産 額 ２１３，７３１ ２１５，１６７ ２１８，６９７ ２２１，８１７ ２２４，１１１
預 金 積 金 残 高 ２００，５８３ ２０２，３０９ ２０４，７６６ ２０６，５６５ ２０９，４０３
貸 出 金 残 高 ７６，１３８ ７６，６４７ ７３，３２４ ７４，０１７ ７２，４０４
有 価 証 券 残 高 ７６，４８８ ８０，００３ ８３，４７２ ８２，９３６ ７５，２７１

そ

の

他

単体自己資本比率（％） １３．７９ １４．４０ １５．９０ １５．８６ １５．７２
出 資に対 する配 当 金 ２３，０２６ ２２，９２３ ２２，８６６ ２２，８３６ ２２，７３５

（出資１口当たり）（円） １５ １５ １５ １５ １５
職 員 数（名） ２１０ ２０３ ２０２ ２０３ ２０１
男 子 職 員 数 １３８ １３３ １３３ １３４ １２９
女 子 職 員 数 ７２ ７０ ６９ ６９ ７２

（注）１．残高計数は期末現在のものです。
２．自己資本比率は国内基準により算出しております。
３．平成２９年３月末の配当率は年３％とさせていただいております。
４．職員の数は、嘱託を含みパートを除いた数です。

◆業務純益・業務粗利益� （単位：千円）

項　　　目 平成２７年度 平成２８年度
業 務 純 益 ３６８，６７５ ４１７，９２５
業 務 粗 利 益 ２，５８３，９６０ ２，６３９，９８８

資 金 利 益 ２，２０３，６５４ ２，１７１，７４０
役 務 取 引 等 利 益 ６６，５４５ ７１，６２７
そ の 他 業 務 利 益 ３１３，７６０ ３９６，６２０

業 務 粗 利 益 率（ ％） １．２０ １．２１
（注）業務純益とは、金融機関の基本的な業務に係る利益概念であり、業務

粗利益は、業務純益に経費と貸倒引当金の純繰入額を加えた利益額
です。また、業務粗利益率は、業務粗利益を資金運用勘定平均残高
で除した利益率です。

◆役職員一人当たり・一店舗当たり　　　
預金貸出金残高� （単位：百万円）

区　　　分 平成２７年度 平成２８年度

役職員一人当たり
預 金 残 高 ９７４ ９９７
貸出金残高 ３４９ ３４４

一 店 舗 当 た り
預 金 残 高 １２，１５０ １２，３１７
貸出金残高 ４，３５３ ４，２５９

◆主な利益率� （単位：％）

区　　　分 平成２７年度 平成２８年度
総 資 産 経 常 利 益 率 ０．０８ ０．０６
総 資 産 当 期 純 利 益 率 ０．０７ ０．０５

（注）総資産利益率とは、経常利益や当期純利益の総資産（債務保証見返
を除く）平均残高に対する比率です。

◆利　鞘� （単位：％）

項　　　目 平成２７年度 平成２８年度

資 金 運 用 利 回 り １．０５ １．０１

資 金 調 達 原 価 率 １．１０ １．０８

総 資 金 利 鞘 △０．０５ △０．０７

（注）総資金利鞘とは、資金運用勘定の利回りから資金調達原価率を差引い
たものです。

◆預貸率の期末値・期中平均値� （単位：％）

区　　　分
平成２７年度 平成２８年度

期末値 平均値 期末値 平均値

預　　 貸　　 率 ３５．８３ ３５．３１ ３４．５７ ３５．１１

（注）預貸率とは、預金に対する貸出金の比率です。

◆預証率の期末値・期中平均値� （単位：％）

区　　　分
平成２７年度 平成２８年度

期末値 平均値 期末値 平均値

預　　 証　　 率 ４０．１５ ３７．２８ ３５．９４ ３７．６０

（注）預証率とは、預金に対する有価証券の比率です。
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◆資金運用・役務取引等・その他業務収支
� （単位：千円）

項　　　目 平成２７年度 平成２８年度
資 金 運 用 収 支 ２，２０３，６５４ ２，１７１，７４０

資 金 運 用 収 益 ２，２６１，１３３ ２，２０５，５９８
貸 出 金 利 息 １，４６３，１８２ １，４０５，８１７
預 け 金 利 息 １２８，０９８ ９９，７１３
有価証券利息配当金 ６４６，３５５ ６７７，３５６
その他の受入利息 ２３，４９６ ２２，７１０

資 金 調 達 費 用 ５７，４７８ ３３，８５８
預 金 利 息 ５７，０７１ ３３，４６２
借 用 金 利 息 ‐ ‐
その他の支払利息 ４０７ ３９５

役 務 取 引 等 収 支 ６６，５４５ ７１，６２７
役 務 取 引 等 収 益 ２８０，４２０ ２８５，１７９
受 入 為 替 手 数 料 １４３，５３４ １５１，５６８
その他の受入手数料 １３６，８８５ １３３，６１１

役 務 取 引 等 費 用 ２１３，８７４ ２１３，５５２
支 払 為 替 手 数 料 ５１，５３９ ５１，１４８
その他の支払手数料 １，６１３ ２，８７６
その他の役務取引等費用 １６０，７２１ １５９，５２７

そ の 他 の 業 務 収 支 ３１３，７６０ ３９６，６２０
そ の 他 業 務 収 益 ３２２，７２７ ４５８，７２７
外 国 為 替 売 買 益 ‐ ‐
国債等債券売却益 ２９６，６０９ ４１３，１８１
その他の業務収益 ２６，１１７ ４５，５４５

そ の 他 業 務 費 用 ８，９６６ ６２，１０６
外 国 為 替 売 買 損 １６９ ３
国債等債券売却損 ３２５ ２９，０５９
国債等債券償還損 ８，４１３ ３３，０００
その他の業務費用 ５９ ４４

◆報酬体系について
１．対象役員
　当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象役員」は、常勤理事及び常勤監事をいいます。対象役員に対する報酬等は、職務執行の対価として支払
う「基本報酬」及び「賞与」、在任期間中の職務執行及び特別功労の対価として退任時に支払う「退職慰労金」で構成されております。

（１）報酬体系の概要
【基本報酬及び賞与】
　非常勤を含む全役員の基本報酬及び賞与につきましては、総代会において、理事全員及び監事全員それぞれの支払総額の最高限度額を決定しております。
　そのうえで、各理事の基本報酬額につきましては役位や在任年数等を、各理事の賞与額については前年度の業績等をそれぞれ勘案し、当金庫の理事会に
おいて決定しております。また、各監事の基本報酬額及び賞与額につきましては、監事の協議により決定しております。

【退職慰労金】
　退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退任時に総代会で承認を得た後、支払っております。
　なお、当金庫では、全役員に適用される退職慰労金の支払いに関して、主として次の事項を規程で定めております。
　ａ．決定方法　ｂ．支払手段　ｃ．決定時期と支払時期

（２）平成２８年度における対象役員に対する報酬等の支払総額

（３）その他
　「信用金庫法施行規則第１３２条第１項第６号等の規定に基づき、報酬等に関する事項であって、信用金庫等の業務の運営又は財産の状況に重要な影響
を与えるものとして金融庁長官が別に定めるものを定める件」（平成２４年３月２９日付金融庁告示第２２号）第３条第１項第３号及び第５号に該当する事項
はありませんでした。

２．対象職員等
　当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当金庫の非常勤役員、当金庫の職員であって、対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報
酬等を受ける者のうち、当金庫の業務及び財産の状況に重要な影響を与える者をいいます。
　なお、平成２８年度において、対象職員等に該当する者はいませんでした。
（注）１．対象職員等には、期中に退任・退職した者も含めております。

２．「同等額」は、平成２８年度に対象役員に支払った報酬等の平均額としております。
３．平成２８年度において対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者はいませんでした。

　　（単位：百万円）

区　分 支払総額

対象役員に対する報酬等 １２７

（注）１．対象役員に該当する理事は９名、監事は１名です。（期中に退任した者を含む）
２．上記の内訳は、「基本報酬」１０９百万円、「賞与」－百万円、「退職慰労金」１８百万円となっております。
　　なお、「賞与」は当年度中に支払った賞与のうち当年度に帰属する部分の金額（過年度に繰り入れ
た引当金分を除く）と当年度に繰り入れた役員賞与引当金の合計額です。

　　「退職慰労金」は、当年度中に支払った退職慰労金（過年度に繰り入れた引当金分を除く）と当年
度に繰り入れた役員退職慰労引当金の合計額です。

３．使用人兼務役員の使用人としての報酬等を含めております。

◆会員数� （単位：人）

区　　分 平成２８年３月末 平成２９年３月末
会 員 数 １８，００７ １７，９０９
　　 個　 人 １６，１１１ １６，０２６
　　 法　 人　 １，８９６ １，８８３

◆資金運用・調達勘定平均残高、利息、利回り
� （単位：百万円・％）

項　　　目
平成２７年度 平成２８年度

平均残高 利　息 利回り 平均残高 利　息 利回り

資金運用勘定 ２１４，９５１ ２，２６１ １．０５ ２１６，７６２ ２，２０５ １．０１

うち 貸出金 ７２，５９６ １，４６３ ２．０１ ７２，９２０ １，４０５ １．９２

うち 預け金 ６４，８６４ １２８ ０．１９ ６４，７３５ ９９ ０．１５

うち 有価証券 ７６，６４８ ６４６ ０．８４ ７８，０９５ ６７７ ０．８６

資金調達勘定 ２０５，６３７ ５７ ０．０２ ２０７，７４９ ３３ ０．０１

うち 預金積金 ２０５，５５６ ５７ ０．０２ ２０７，６７０ ３３ ０．０１

◆受取利息・支払利息の増減
� （単位：千円）

項　　　目
平成２７年度 平成２８年度

期末残高 増減額 期末残高 増減額
受 取 利 息

（資金運用勘定利息計） ２，２６１，１３３ △１０９，４３５ ２，２０５，５９８ △５５，５３４

支 払 利 息
（資金調達勘定利息計） ５７，４７８ △２，８１８ ３３，８５８ △２３，６２０
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用語説明

―自己資本関係―
＜リスク・アセット＞
リスクを有する資産（貸出金や有価証券など）をリスクの大きさに応じて掛目を乗じ、
再評価した資産金額をいいます。

＜所要自己資本額＞
各々のリスク・アセット×４％（自己資本比率規制における国内基準）。

＜総所要自己資本額＞
リスク・アセットの総額（信用リスク、オペレーショナル・リスクの各リスク・アセットの総額）
×４％（自己資本比率規制における国内基準）をいいます。

＜エクスポージャー＞
リスクに晒されている資産のことを指しており、具体的には貸出金などの与信取引と有
価証券などの投資資産が該当します。

＜ソブリン＞
各国の政府や政府機関が発行する債券の総称をソブリン債券という。その国で発行さ
れている有価証券の中では一番信用度が高い債券とされるもので、具体的には、中央
政府、中央銀行、地方公共団体、政府関係機関、その他中央政府以外の公共部門な
どを指します。

＜抵当権付住宅ローン＞
住宅ローンの中で、代表的なものとして、抵当権が第１順位かつ担保評価額が十分に
満たされているものを指します。

＜不動産取得等事業者＞
（代表的な解釈としては）不動産の取得または運用を目的とした事業者をいいます。

＜オペレーショナル・リスク＞
金庫の業務上において不適切な処理等で生じる事象により損失を受けるリスクです。
具体的には不適切な事務処理により生じる事務リスク、システムの誤作動等により生じ
るシステムリスク、風説の流布や誹謗中傷などにより企業イメージを毀損する風評リス
ク、裁判等により賠償責任を負うなどの法務リスク、その他人材の流出や事故などによ
り人材を逸失する人的リスクなどが含まれます。

＜基礎的手法＞
オペレーショナル・リスクにおけるリスク・アセットの算出方法の１つです。
リスク・アセット＝１年間の粗利益×１５％の直近３年間の平均値÷８％

＜自己資本比率＞
自己資本の額にリスク・アセット等の総額（信用リスク・アセット額及びオペレーショナ
ル・リスク相当額を８％で除して得た額）で除して得た割合で、国内基準を採用する金
融機関では４％以上が必要とされています。

＜コア資本＞
金融機関の経営の安定度を測る指標の一つです。会員から受け入れた出資金と内部
留保の合計であり、返済の必要がない資本を指します。新たなＢＩＳ規制（バーゼルⅢ）
に盛り込まれ、２０１４年３月期から適用されています。従来は資本を「基本的項目」や「補
完的項目」などに分類していましたが、最も安定度が高い資本を新たにコア資本とし、
一定基準を上回るよう、国際金融機関に求めています。

―信用リスク関係―
＜信用リスク＞
取引先の倒産や財務状況の悪化などにより、当金庫が損失を受けるリスクです。

＜クレジットポリシー＞
与信業務の基本的な理念や手続き等を明示したものです。

＜リスク・ウエイト＞
ＢＩＳ規制における自己資本算出の際に分母となる総資産に乗じるリスク度合いの掛目をリ
スク・ウエイトといい、保有資産毎に分類して用います。当金庫は自己資本の算出に当たっ
てはあらかじめ定められたリスク・ウエイトを使用する標準的手法を採用しています。

＜適格格付機関＞
自己資本比率算出において、金融機関がリスク・ウエイトを判定する際に用いることが
できる格付を付与する格付機関のことを指します。金融庁は適格性の基準を満たした
格付機関を適格格付機関に定めています。適格格付機関として、ＪＣＲ、Ｆｉｔｃｈ、Ｒ＆Ｉ、
Ｓ＆Ｐ、Ｍｏｏｄｙ′ｓの５つがあります。

＜適格格付機関＞
金融機関がリスクを算出するに当たって用いることができる格付を付与する格付機関の
ことです。金融庁長官は適格性の基準に照らして適格と認められる格付機関を適格格
付機関に定めています。

＜長期格付＞
政府や地方公共団体、金融機関、その他の事業会社、法人（医療法人、学校法人）
が発行する債券について、第三者機関がその元利金支払いの確実性を評価する格付の
うち長期債務を評価します。

＜信用リスク削減手法＞
金庫が抱える信用リスクを軽減するための措置であり、預金担保、有価証券担保、保
証等が該当します。なお、信用リスク削減手法では、預金、自金庫預金、国債等の適
格金融資産担保、同保証（国・地方公共団体等）や自金庫の預金と貸出金との相殺等
があります。

―市場リスク関係―
＜市場リスク＞
金利・為替・株式などの相場が変動することにより、金融商品の時価が変動し、損失を
受けるリスクです。

＜派生商品取引＞
デリバティブ取引ともいい、有価証券や通貨、金といった金融資産（原資産）の取引
から派生し、原資産の現物価格によってその価格が決定される商品を指します。具体
例としては、先物、先渡し、スワップ、オプション等が挙げられます。

＜カレント・エクスポージャー＞
派生商品取引の取引先の倒産時における損失予想額を算出する方式です。契約時から
現在までのマーケット変動等を考慮して、現在と同等のデリバティブ契約を再度構築す
るのに必要なコスト金額及びそのコスト金額の将来変動見込額を合算したものを損失
予想額としています。

＜証券化エクスポージャー＞
金融機関が保有するローン債権や企業が保有する不動産などをその資産価値を裏付け
にして証券に組み替え、第三者に売却することにより、流動化（証券化）した（された）
資産のことをいいます。

＜オリジネーター＞
原資産の所有者のことです。

―金利リスク関係―
＜コア預金＞
明確な金利改定間隔がなく、預金者の要求によって随時払い出される預金のうち、引
き出されることなく長期間金融機関に滞留する預金のことです。具体的には①過去５年
間の最低残高、②過去５年間の最大年間流出量を現残高から差し引いた残高、または、
③現残高の５０％のうち、最小の額を上限とし、満期は５年以内（平均２．５年）として
金融機関が独自に定めます。

＜金利ショック＞
金利の変化（衝撃）のことで、上下２００ベーシス・ポイント（２．０％）の平行移動や１
パーセンタイル値と９９パーセンタイル値といった算出方法があります。

＜パーセンタイル値＞
計測値を順番に並べたうちのパーセント目の値。９９パーセンタイル値は９９パーセント
目の値です。

＜金利リスク＞
市場における一般的な金利水準の変動に伴って当該金融資産の価値が変動するリスク
です。

＜アウトライヤー基準＞
バーゼルⅢの第２の柱の中で規定されている金融機関の金利ショックに対する抵抗力を
測る尺度のことを指します。標準化された金利ショックないし、これと同等のショックに
伴って、自己資本の２０％を超える経済価値の低下が保有資産・負債に生じる場合にア
ウトライヤーとし、監督当局が早期警戒制度の枠組みの中でモニタリングを行います。

＜ＢＰＶ（ベーシス・ポイント・バリュー）＞
金利リスクの指標の１つで、すべての期間の金利が１ベーシス・ポイント（０．０１％）変
化した場合における現在価値の変化額を表します。

＜ＧＰＳ（グリッド・ポイント・センシティビティ）＞
一定期間毎に設定した基準時点（グリッド）の金利をそれぞれ個別に変化させて現在
価値の算出を行い、任意グリッドの金利変化に対する現在価値の変化額を計測する方
式です。

―リスク量計測関係―
＜ＶａＲ（バリュー・アット・リスク）＞　
ＶａＲとは、「ある一定の確率で起こりうる将来の損失額の最大値」で統計的に計測する
リスク管理手法のことで、将来の特定の期間内に、ある一定の確率の範囲内で、ポー
トフォリオの現在価値がどの程度まで損失を被るかを過去のある一定の期間毎のデー
タをもとに、理論的に算出された値です。当金庫では市場リスクと信用リスクを対象と
し、信頼区間９９％、データ観測期間５年で、保有期間１年で測定しています。

＜１パーセンタイル値・９９パーセンタイル値＞
金利リスク量の算出において、各期間毎の金利の１年前との変化幅のデータを最低５
年分集め、小さい方から大きい方へ並べて、データ数の１％目もしくは９９％目の値を
変化幅として使用する手法のことです。

＜ストレステスト＞
例外的だが蓋然性のある事象（９．１１テロ、ブラックマンデー等）が発生した場合のリ
スクファクターが金融機関の財務状況に与える潜在的な影響を検証する手法です。

―収支予想関係―
＜ＡＬＭ＞
ＡＬＭ（アセット・ライアビリティ・マネージメント）は資産・負債の総合管理をいい、主
に金融機関において活用されているバランスシートのリスク管理方法です。

―税効果関係―
＜繰延税金資産＞
金融機関が不良債権の処理に伴って支払った税金が将来還付されることを想定して、
自己資本に算入する帳簿上の資産。会計上の費用（または収益）と税法上の損金（ま
たは益金）の認識時期の違いによる「一時差異等」を税効果会計によって調整するこ
とで生じます。


